
平成 28 年度事業計画及び収支予算 

 

Ⅰ 事業計画 

 

 １ 事業運営方針 

当財団は、昭和 52 年 9 月の設立以来、調査研究、研修、出版等の各種事業の実施を

通じて行政管理に関する「理論」と「実務」との懸け橋としての役割を果たし、我が国

行政の民主化、合理化及び効率化に寄与してきた。 

近年における国・地方に共通する行政管理の動向をみると、いわゆるマイナンバー法

や改正個人情報保護法の一部が既に施行されたほか、平成 28 年 4 月１日には、抜本的

に改正された新行政不服審査法が施行されることとなっている。 

当センターにおいては、昨年度に引き続き、このような行政の動向に関連する分野に

重点を置いて諸事業を実施することとする。 

また、当財団を取り巻く経営環境は、引き続き厳しい状況にあることから、役職員が

一体となって経営改善に向けた取組に一層努力することとする。 

 

 ２ 事業計画 

 （１）調査研究事業 

    調査研究事業は、研修事業、出版事業と並び当財団の主要事業であることはもとよ

り、当財団の収入を確保する上で中核的役割を果たす事業である。平成 28 年度にお

いても引き続き、内閣府、総務省等の国の行政機関を始め公的機関が実施する調査研

究事業に係る公募（一般競争入札等）に積極的に参加する。 

 

 （２）研修事業（公益目的支出計画対象事業） 

研修事業については、公益目的支出計画対象事業であることを踏まえ継続的に実

施することとする。自主研修については、アンケート結果等により受講者のニーズ

を把握し、当該結果を企画面に的確に反映させるとともに、参加者の募集活動を集

中的、かつ、効果的に実施することにより参加者の拡大を目指す。 

  ア 自主研修 

① 公文書管理セミナー            東京・・・６月 

② マイナンバー実務セミナー         東京・・・７月 

③ 行政管理講座               東京・・・８月 

④ 情報公開･個人情報保護審査会等委員交流フォーラム 

                     東京・・・８月 

⑤ 情報公開セミナー             東京・・・９月 

⑥ 個人情報保護セミナー           東京・・・９月 

⑦ 行政争訟セミナー(不服審査、行政手続等)  東京・・・11 月 

 （注）上記セミナー等の実施時期については、変更することがあり得る。 

 

 以上の研修に加え、新法・新行政制度の施行等に合わせて当該制度の解説等に重点

を置いたテーマあるいは当財団が知見を有する行政管理・行政改革に係るテーマなど、

新たな研修を企画・実施することとする。 
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  イ 受託研修 

 総務省が毎年度公募する国及び地方公共団体の職員を対象にした政策評価に関す

る研修の企画・実施業務に応募し、当該研修業務を受託する。 

 

 （３）普及指導事業 

  ア 総務省が毎年度公募する「国の行政機関等における情報公開法及び個人情報保護法

に係る答申・判決分析の請負」に応募し、当該業務を受託する。 

  

  イ 本年４月からは、①行政不服審査会等の第三者機関への諮問手続、②審理員制度な

ど新たな制度の導入などを内容とする改正行政不服審査法が施行される。行政不服審

査会委員、審理員等、行政不服審査事務に従事する関係者の交流会を開催するなど、

新しい行政不服審査制度の定着に向けた活動を展開することとする。 

 

 （４）出版事業（公益目的支出計画対象事業） 

    出版事業については、公益目的支出計画対象事業であることを踏まえ継続的に実施

する。本事業の実施に当たっては、それぞれの購読者層を念頭に置き企画編集内容を

一層充実させるとともに、広報・宣伝等販売促進活動の積極的な実施に努める。 

  ア 昨年度に引き続き次のとおり季刊誌を発行する。 

   ① 『季刊行政管理研究』（第 154 号～157 号） 

   ② 『季報情報公開・個人情報保護』（第 61 号～64 号） 

   ③ 『季刊評価クォータリー』（第 37 号～40 号） 

 

  イ 行政の実態及び行政改革等に関する出版物を次のとおり刊行する。 

   ① 『行政機構図』（平成 28 年度版） 

   ② 『独立行政法人･特殊法人総覧』（平成 28 年度版） 

   ③ 『審議会総覧』（平成 28 年版） 

     

 （５）国際交流等事業（公益目的支出計画対象事業） 

     国際交流等事業については、公益目的支出計画対象事業であることを踏まえ継続的

に実施する。また、昨年 1月には、休眠状態にあった国際行政学会日本国内委員会が

再開されるなど新たな国際交流の動きも見られる。平成 28 年度においては、同国内

委員会の動きを踏まえつつ諸外国における行政管理に係る論文等資料の収集を行う

こととする。 
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